
2022.12.21 ＠東京グリーンパレスホテル

「創生会議」首都圏部会
コロナ禍やデジタル化の進展などを踏まえた
今後の施策の方向性やキーワードは…

「人づくり」と「パーソナライズ」

デジタルの普及で松山市に
にビジネスセンターを開設。
松山商業から優秀な人材が
多く輩出されている。
人材育成の重要さを実感。

外国人の日本就労の魅力が
下がっている。そうした状
況でも住み続けてもらえる
よう、袋井の魅力を磨く必
要がある。

コロナ禍においても、そこ
で働く女性のパワー、情熱
を感じた。Well-Beingな
まちづくりの推進が必要。

主な意見（コロナ禍が抱える地域社会の実情や未来志向でこれから取り組むべきこと）

インフラも大事だが、人的資本
（生きがい、やりがい含め）が最
も大事。健康寿命を延ばすことが、
スマイルシティの実現に繋がる。

青山ファーマーズマーケットで袋
井の農産物販売を見た。
今後は、ソフト×デジタルでこう
したブランディングを含めた活動
を活発化していくことが必要。
袋井、ふくろい、FUKUROIなど
表記一つで市のイメージが変わる。

地域のデータ活用に注力し、情報
発信と関係人口を増やしていく取
組を推進することが必要

国の⾧期展望の中での目指す
国家像として「命の大切さ」
や「真の豊かさ」が国土計画
の中で掲げられた。

「真の豊かさ」とは、画一的
なものではなく一人一人が目
指す姿であり、地域ごとに多
様であるため、それぞれに
合った活躍の場を用意するこ
とが求められるようになるな
ど国づくりやまちづくりが大
きく転換した。

それを実現するためのツール
としてデジタルがある。

本市人口は87,983人（Ｒ4.4.1現在）となり、コロナ禍での婚姻・出産控えなどにより出生数は、
年間600人台（前年比▲39人）まで減少した。外国人の人口は、ほぼ横ばいで推移したが、日本
人の転出超過（R3▲150人→R4▲14人）は回復傾向にあるものの2年連続で自然・社会増減と
もに減少する人口減少局面が続いている。

他方、新型コロナウイルス感染症の拡大やデジタル化の進展により、自然豊かなゆとりのある
生活環境に魅力を感じる人やテレワークにより転職せずに地方で働ける人が増加するなど、社会
の価値観やライフスタイルが変化したことで地方暮らしへの関心が高まっていることに対し、迅
速かつ適切に対応することが必要。

地方の受け皿として、本市が何をすべきか、検討の必要がある。POC（新しい技術やアイデア
が実現可能か実証する効果検証手法）が大事。

リモートワーク等の活用で住むと
暮らすが分離しており、袋井にも
チャンスが訪れている。
（デュアルライフ＝二拠点生活）

コロナによって様々なことが変化
した。サプライチェーンの分断や
人材の奪い合いが起きている。
エネルギー供給の観点から脱炭素
ばかりでは語れない。

カスタマイズ（顧客自身が自分の
好みに合わせて設定する）から
パーソナライズ（提供側が顧客に
合わせて最適化したものを顧客に
提供する）にシフトしている。



各取組の指標を踏まえ、
令和３年度の取組の総括は
「もうひと踏ん張り」と評価

本市人口は87,983人（Ｒ4.4.1現在）となり、コロナ禍での婚姻・出産控えなどにより出生数は、年間600人台（前年
比▲39人減）まで減少した。外国人の人口は、ほぼ横ばいで推移したが、日本人の転出超過（R3▲150人→R4▲14人）は
回復傾向にあるものの2年連続で自然・社会増減ともに減少する人口減少局面が続いている。

人口ビジョンで設定した目標人口に対しては、
目標推計人口を上回る水準を維持している。

他方、新型コロナウイルス感染症の
拡大やデジタル化の進展により、自
然豊かなゆとりのある生活環境に魅
力を感じる人やテレワークにより転
職せずに地方で働ける人が増加する
など、社会の価値観やライフスタイ
ルが変化したことで地方暮らしへの
関心が高まっていることに対し、迅
速かつ適切に対応することが必要。

（令和４年12月末現在／順不同・敬称略）
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